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1.はじめに 

 生物多様性はそれ自身に固有の価値が存在するほか、人類がその生存のよりどころとする様々な生態系

サービスの基盤となると考えられている。一方で、世界的にみても生物多様性の損失が進行していること

が指摘されており、生物多様性の保全はきわめて大きな課題となっている。 

 日本でも「新・生物多様性国家戦略」(環境省、平成14年3月)では、日本国内の生物多様性の現状を第

1の危機「人間活動による自然の影響」、第2の危機「里山などへの人間の働きかけの減少」、第3の危機「外

来生物や化学物質による影響」の 3 つの危機として把握している。このような危機を踏まえ、主に第 1 の

危機にかかわるものとして、「重要地域の保全と生態的ネットワーク形成」が生物多様性の保全および持続

可能な利用のための主要な7つのテーマの一つに挙げられている。また、「21世紀の国土のグランドデザイ

ン」(国土庁、平成10年3月)においても、豊かな自然の保全と享受のために国土規模で生態系ネットワー

クを構築することが謳われている。この生態系ネットワークの構築の一環として、平成12年度から国有林

内に「緑の回廊」を設定する政策が林野庁によって実施されている。 

この緑の回廊は、従来から原生林の保全や貴重な野生動植物の生息地等を管理するために設定されてき

た各種の保護林を相互に連結して、野生動植物の移動経路を確保することで、より広範な森林生態系の保

全を図ろうとするものである。しかし、既存の保護林は本来それぞれが異なった目的で設定されたもので

あり、個々の緑の回廊による保全の目標は必ずしも明確ではない。また、周辺の民有林での林業施行や、

それらの林地における野生動物による被害等との調整、あるいは他の公益的機能とのかかわりについても

配慮する必要があると考えられる。 

 本報告では、全国で22ヶ所に設定されている「緑の回廊」のうち、「四国山地緑の回廊」(徳島県・愛媛

県・高知県)を対象とする。四国山地に生息するツキノワグマの地域個体群は環境省のレッドデータブック

で絶滅のおそれのある地域個体群(LP)に指定されており、絶滅のおそれが高まっている。ツキノワグマの

現在の生息域は、「四国山地緑の回廊」の剣山地区およびその周辺に限られると考えられており、本個体群

の保全と「緑の回廊」のかかわりは大きい。一方で、周辺の市町村は限界集落化が進んでおり、林業施行

の条件や、野生動物による農林業被害等の変化から大きな影響を受けることが予想される。本報告では、

緑の回廊における土地利用状況や、森林管理等の現状を GIS を用いて整理し、主にツキノワグマの保全の

観点からその設定状況の評価を行う。その上で本政策の今後の課題を抽出する。 

 

2.「緑の回廊」の設置状況 

 林野庁の設定する「緑の回廊」は、平成18年4月1日現在で全国に22ヶ所、延べ4万4千haとなって

いる(表1、図1)。国有林のみに設定されているため、国有林の比率の高い東北地方および北海道に多くの

回廊が設定されており、それらの地域において回廊の規模も大きい傾向がある。 

 本研究の対象とした「四国山地緑の回廊」は、近畿以西では最も規模が大きい緑の回廊である。石鎚山

地区(愛媛県・高知県)と剣山地区(徳島県・高知県)の2つに分かれており、あわせて約22,800ha(保護林約 



林野庁webページより引用
図1 「緑の回廊」の設置位置 

4,900haを含む)が設定されている(表2)。なお、緑

の回廊における維持･整備や管理の方針は、表 4 に

示した。 

 

表1 「緑の回廊」 一覧 
番号 名  称  森林管理局

1 知床半島緑の回廊  北海道 
2 大雪・日高緑の回廊  北海道 
3 支笏・無意根緑の回廊  北海道 
4 奥羽山脈緑の回廊  東 北 
5 白神八甲田緑の回廊  東 北 
6 八幡平太平山緑の回廊  東 北 
7 北上高地緑の回廊  東 北 
8 鳥海朝日・飯豊吾妻緑の回廊 東北・関東 
9 緑の回廊越後線  関 東 
10 日光・那須塩原緑の回廊  関 東 
11 緑の回廊日光線  関 東 
12 緑の回廊三国線  関 東 
13 秩父山地緑の回廊  関 東 
14 丹沢緑の回廊  関 東 
15 富士山緑の回廊  関 東 
16 緑の回廊雨飾・戸隠  中 部 
17 緑の回廊八ケ岳  中 部 
18 白山山系緑の回廊  中部・近畿中国
19 越美山地緑の回廊  中部・近畿中国
20 四国山地緑の回廊  四 国 
21 綾川上流緑の回廊  九 州 
22 大隅半島緑の回廊  九 州 
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表2 四国山地緑の回廊の概要 

地区名 概要 関係都道府県 関係市町村 面積(ha) 

石鎚山地区 四国の脊梁に位置する石鎚山か
ら白髪山につなぐ延長約70km、幅
約2ｋｍの回廊。石鎚山系森林生
態系保護地域をはじめとする3ヶ
所の保護林を結ぶ。 

愛媛県・高知県 四国中央市、西条
市、久万高原町、 
大川村 

12,274ha 
(保護林 4,427ha
を含む) 

剣山地区 剣山を中心にして東西、南方面に
のびる国有林野をつなぐ延長約
58km、幅約2kmの回廊。千本山林
木遺伝資源保存林をはじめとす
る6ヶ所の保護林を結ぶ。 

徳島県・高知県 三好市東祖谷、那
賀町、大豊町、香
美市物部町、馬路
村、安芸市 

10,560ha 
(保護林 426ha を
含む) 
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表3 緑の回廊における維持・整備、管理の方針 
項目 小項目 内容 

維持 
・整備 
伐採 ア 天然林については択伐等に伐採等の制限、森林生態系を維持するための適切な施業の実施。
イ 人工林については非皆伐施業、下層植生の発生を促すため間伐を積極的におこなう。 
ウ 樹洞等がある巨木、古木の保残、倒木・古損木等も森林管理上、危険がなければ残す。 

 保育 人工林の除伐は画一的に実施せず、侵入木や下層植生の保残育成に努める。Y 性動物の餌となる
ヤマブドウ、アケビ等は、樹木の成長の支障とならない範囲で保残に努める。 

管理 管理 ア 巡視:野生動植物の生息・生育状況および生息・生息環境の把握に努める。一般の入林者への
普及啓発に努める。 
イ 林地開発の規制:原則として林地開発は行わない。 
ウ 動物の保護:原則として有害獣駆除を除き、狩猟は行わないこととし、関係機関と調整し、狩
猟関係者へ自粛を要請する。 
エ 自然環境･体験の場としての活用:野生動物の生息･生育環境に配慮しながら、看板を設置す
る。森林インストラクター等の協力を得ながら、自然環境･体験の場として活用する。 

「緑の回廊」の設定方針(四国森林管理局 平成17年3月改訂)より一部変更して引用



3.調査方法 

 「四国山地緑の回廊」周辺の植生・土地利用状況や各種の法的規制状況を ArcGIS9.1(ESRI 社製)に入力

し整理を行った。その後、四国山地におけるツキノワグマの生息状況やツキノワグマの一般的な生態等と

比較することににより、緑の回廊としての評価を行った。 

収集したデータは、表4に示すとおりである。国土数値情報統一フォーマットのデータは、ksj2Mifおよ

びMif2Shp の2種の変換ツール(いずれもMMTM.TV 製)を用いてshpファイル形式に変換して使用した。紙

ベースの資料は、スキャナーで読み取った後ArcGIS上で直接デジタイジングを行った。なお、現存植生図

は調査範囲によって植生区分の単位が異なっていたため、第6・7回自然環境保全基礎調査に際して策定さ

れた環境省統一凡例に準じて、再度植生区分を整理し、その統一を図った。 

  

表4 収集整理したデータ 

名称 データ作成年度 入手先 備考 

自然公園 昭和60年度、平成2年度 国土数値情報ダウンロードサービスwebページ 国土数値情報統一フォーマット
自然環境保全区域 昭和60年度 国土数値情報ダウンロードサービスwebページ 国土数値情報統一フォーマット
鳥獣保護区域 昭和57年度 国土数値情報ダウンロードサービスwebページ 国土数値情報統一フォーマット
現存植生図 平成6～10年度 生物多様性情報システムwebページ shpファイル 
森林計画図   林野庁四国森林管理局 紙ベースの資料 

 

4.結果と考察 

1) 四国山地におけるツキノワグマの生息状況と保全に必要な環境 

 四国のツキノワグマの生息数は、現在 100 頭に満たないものと推測されている(自然環境研究センター

1995)。また、1978年には四国の東側の剣山周辺および西側の高知県の幡多地方から愛媛県の県境にかけて

の2地域で確認されていたが、2003年には後者の地域では確認されていない(環境省 2004、Oi and Yamazaki 

2006) 。したがって、「四国山地の緑の回廊」の剣山地区は、四国におけるツキノワグマの唯一の生息地を

包含することになり、その保全上の意義は大きい。 

 一方で、四国におけるツキノワグマの正確な生息数は、おそらく 100 頭以下と推測されるのみで、いま

だに明らかになっていない。したがって、その保全水準を決定するのは容易ではない。本報告では、三浦

と堀野(1999)が個体ベースモデルでツキノワグマの個体数の変動のシュミレーションを行った際に算出さ

れた人口学的 MVP(minimum viable population size 存続可能最小個体数)を一つの基準においた。彼らに

よって推定されたMVPは、単独集団の100年後の存続率が95％以上の場合は100頭以上、存続率が99%以

上の場合は200頭以上であった。従って、現況の生息数は危機的な状況にあるのは間違いないと推測され、

個体群の存続を担保するためには、少なくとも 100 頭以上の個体が生息できる生息場所を確保する必要が

あると考えられる。新潟県および岩手県における調査でツキノワグマの生息密度は、0.2頭/km2と推測され

ている(林 1987)。したがって、四国山地においてツキノワグマの保全を行うためには、本種の生息に適し

た環境が少なくとも500 km2は必要になると考えられた。 

 

2) 四国山地緑の回廊と自然公園等 

 緑の回廊とその周辺の自然公園(国定公園、県立自然公園)、自然環境保全地域、鳥獣保護区の設定状況

を図2に示した。 

緑の回廊と自然公園は、かなりの部分が重複して指定されていた。対照的に自然環境保全地域と緑の回

廊は、相補的な設定がされていた。また、緑の回廊における管理の方針として、基本的に狩猟を禁じると



の方針が採られているが、鳥獣保護区が緑の回廊内もしくはその近傍に設けられているケースは多くなか

った。 
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図2 緑の回廊と自然公園等 

 

3)四国山地緑の回廊と植生・土地利用 

四国山地緑の回廊内の植生・土

地利用では、ツキノワグマの生息

に好適なブナクラス域の自然植生

である落葉広葉樹林が、約42％と

最も多くの面積を占めていた(表

5)。これに次いで、25%と多くの面

積を占めたのは、一般にツキノワ

グマの生息に不向きとされるス

ギ･ヒノキ･サワラ植林であった。

しかし、緑の回廊内のツキノワグ

マの生息に適した落葉広葉樹林は、

総面積にして 9,663ha(約 96.7ｋ

ｍ2)に過ぎないことになる。また、

この面積のなかにはツキノワグマが生息していない石鎚山地区も含まれているため、実際に緑の回廊内で

ツキノワグマが利用可能な生息適地は、この半分程度になると考えられる。 

表5 四国山地緑の回廊の植生・土地利用 

植生区分 大区分 面積割合

コケモモ－トウヒクラス域自然植生 亜高山帯針葉樹林 0.22%

コケモモ－トウヒクラス域代償植生 亜高山帯二次林 0.35%

 二次草原 2.85%

ブナクラス域自然植生 落葉広葉樹林（太平洋型） 42.38%

 冷温帯針葉樹林 11.39%

ブナクラス域代償植生 落葉広葉樹二次林 3.87%

ヤブツバキクラス域自然植生 暖温帯針葉樹林 1.73%

ヤブツバキクラス域代償植生 常緑広葉樹二次林 0.10%

 落葉広葉樹二次林 5.60%

 常緑針葉樹二次林 0.02%

 タケ・ササ群落 2.76%

 伐採跡地群落 1.68%

河辺・湿原・沼沢地・砂丘植生 岩角地・石灰岩地・蛇紋岩地植生 1.72%

植林地・耕作地植生 植林地 25.31%

その他   0.03%

 図3には、緑の回廊とその周辺におけるツキノワグマの生息適地(ブナクラス域自然植生-落葉広葉樹林)

の分布状況を示した。ツキノワグマの生息適地の大部分はすでに緑の回廊のなかに含まれているが、剣山

地区の北側に含まれていない地域が見られる。また、ここに示した生息適地をすべて合わせても、前述し

た保全レベルの500 km2には及ばない。従って、現状の緑の回廊はツキノワグマの保全に対して十分なもの



とは言えず、ここに示したすべての生息適地を包含し、その間のツキノワグマの移動を担保するような環

境の整備や維持管理を行うことが、必要になる可能性が高い。 

 ただし、その場合には経済林となっている国有地や民有地の林地を緑の回廊の中に入れざるを得なくな

る。当該地域は、林業が地場産業の大きな部分を占めている。柿澤(1997)は、アメリカの国有林管理が生

態系保護に大きく変わったときに、山村住民の生活が圧迫されたことを報告している。当該地域でも、ツ

キノワグマの保全レベルを 100 頭以上においた場合には、地域経済に与える経済的なインパクトは、相当

大きなものになることが予想される。 

 

±凡例

緑の回廊

ブナクラス自然植生-落葉広葉樹林

 

図3 緑の回廊とツキノワグマの生息適地 

 

5.まとめと今後の課題 

四国山地緑の回廊は、ツキノワグマの生息適地をネットワーク化し切れていない点で、十分な保全効果

をあげるものではないと考えられた。また、生態系ネットワークの構築を考えた場合には、自然公園等の

他の施策との間に重複や、連携が不十分な点等が見られた。これらのことから、自然公園や自然環境保全

地域、鳥獣保護区等の他の施策と連携をとって、民有林を含めたより広範な地域で回廊を設定する必要性

が高いと考えられる。ただし、当該地における民有林の大多数はスギ・ヒノキ等が植林された経済林とな

っており、林業が地域産業に占める割合も高いことから、このような政策を進めるには発生する費用の見

積もりやその費用負担について考慮しなければならない。 

今回の現状整理では取り扱っていないが、四国山地緑の回廊が設定されている地域は吉野川や物部川、

仁淀川、重信川等の四国の主要な河川の源流域となっており、流域人口や当該水系から給水をうける人口

は四国の人口の過半以上にのぼると推定される。この源流域における森林のあり方、整備の仕方について

は、多くの人々が利害関係を持っていることになる。 

今後は、このような多くの利害関係のなかで、理想的な緑の回廊の状況はどうあるべきかの検討、その

緑の回廊を設定する際に発生する便益と費用の特定、その費用負担はどのようになされるべきなのかにつ

いて研究を進めていきたいと考えている。 
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